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株式会社メディパルホールディングス（以下「メディパルＨＤ」といいます）と東七株式

会社（以下「東七」といいます）は、２０２３年２月１日付で締結した株式交換契約書に基

づき、２０２３年４月３日を効力発生日として、メディパルＨＤを株式交換完全親会社、東

七を株式交換完全子会社とする株式交換（以下「本株式交換」といいます）を行いました。

本株式交換に関して、会社法第７９１条第１項第２号、第８０１条第３項第３号及び会社

法施行規則第１９０条により開示すべき事項は、下記のとおりであります。

記

１．株式交換が効力を生じた日（会社法施行規則第１９０条第１号）

２０２３年４月３日

２．株式交換完全子会社における会社法第７８４条の２、第７８５条、第７８７条及び第７

８９条の規定による手続の経過（会社法施行規則第１９０条第２号）

（１）会社法第７８４条の２の規定による請求に係る手続の経過

会社法第７８４条の２の規定に基づく請求を行った東七の株主はありませんでした。

（２）会社法第７８５条の規定による手続の経過

東七は、会社法第７８５条第３項の規定により、２０２３年３月７日付で、東七の株

主に対し、本株式交換をする旨並びに株式交換完全親会社であるメディパルＨＤの商

号及び住所を通知いたしましたが、会社法第７８５条第１項による株式の買取請求を

行った東七の株主はおりませんでした。

（３）会社法第７８７条の規定による手続の経過

該当事項はありません。

（４）会社法第７８９条の規定による手続の経過



該当事項はありません。

３．株式交換完全親会社における会社法第７９６条の２、第７９７条及び第７９９条の規定

による手続の経過（会社法施行規則第１９０条第３号）

（１）会社法第７９６条の２の規定による請求に係る手続の経過

メディパルＨＤは、会社法第７９６条第２項本文の規定により、本株式交換について

会社法第７９５条第１項に定める株主総会の承認を得ずに本株式交換を行いましたの

で、会社法第７９６条の２の規定に基づく請求に係る手続について、該当事項はありま

せん。

（２）会社法第７９７条の規定による手続の経過

メディパルＨＤは、会社法第７９７条第３項及び第４項第１号の規定により、２０２

３年２月２日付で、メディパルＨＤの株主に対し、本株式交換をする旨並びに株式交換

完全子会社である東七の商号及び住所を日本経済新聞にて公告いたしました。

なお、メディパルＨＤは、会社法第７９６条第２項本文の規定により、会社法第７９

５条第１項に定める株主総会の承認を得ずに本株式交換を行いましたので、会社法第

７９７条第１項の規定による手続について、該当事項はありません。

（３）会社法第７９９条の規定による手続の経過

該当事項はありません。

４．株式交換により株式交換完全親会社に移転した株式交換完全子会社の株式の数（会社法

施行規則第１９０条第４号）

本株式交換によりメディパルＨＤに移転した東七の株式の数は、７，２９０株です。

５．その他株式交換に関する重要な事項（会社法施行規則第１９０条第５号）

（１）メディパルＨＤは、会社法第７９６条第２項本文の規定により、株式交換契約につい

て会社法第７９５条第１項に定める株主総会の承認を得ずに本株式交換を行いました。

なお、会社法第７９６条第３項の規定に基づき本株式交換に反対する旨を通知した

メディパルＨＤの株主は３名であり、その有する株式の数は合計１，９５９，２００株

でした。当該株式数は、会社法施行規則第１９７条に規定する株式数を下回ります。

（２）東七は、会社法第７８３条第１項の規定により、２０２３年２月２４日開催の臨時株

主総会の決議により、株式交換契約の承認を得ております。

（３）東七は、２０２３年２月７日開催の取締役会の決議に基づき、本株式交換によりメデ

ィパルＨＤが東七の発行済株式（ただし、メディパルＨＤが所有する東七株式を除きま

す）の全部を取得する時点の直前時（以下「基準時」といいます）において所有してい

た自己株式３，０６０株の全てを、基準時において消却いたしました。

（４）メディパルＨＤは、本株式交換に際して、基準時の東七の株主（ただし、メディパル



ＨＤを除きます）に対し、その所有する東七の普通株式１株につきメディパルＨＤの普

通株式５８０株の割合をもってメディパルＨＤの普通株式を割当交付いたしました。

メディパルＨＤが割当交付した普通株式の総数は、４，２２８，２００株であり、その

すべてをメディパルＨＤが保有する自己株式により充当したため、新たな株式の発行

は行っておりません。

（５）本株式交換に伴う、メディパルＨＤの資本金及び準備金の額の増減はありません。

以 上


